
貸 借 対 照 表
（令和 ８年 ３月３１日現在）

（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産 １，９７２，７６７ 流 動 負 債 ２，１５０，７５５

現 金 及 び 預 金 ２７，９６８ 買 掛 金 ２３２，６２５

売 掛 金 ５７７，９３１ 未 払 金 ８５４，４３３

未 収 入 金 ４８８，８１４ 未 払 費 用 ５２，７６３

短 期 貸 付 金 ８０７，１１９ 未 払 法 人 税 等 ９０，５５１

貯 蔵 品 ４０，１４６ 未 払 消 費 税 等 ９２，３１３

前 払 費 用 ２７，９５５ 賞 与 引 当 金 ３５２，７０２

そ の 他 流 動 資 産 ２，８３０ 預 り 金 ４１，０１８

前 受 金 ４３４，３４７

固 定 資 産 １２，６５４，５１１

有 形 固 定 資 産 １１，７８１，７１３ 固 定 負 債 ２，５４３，１９７

建 物 ３，６０３，６４４ 役員退職慰労引当金 ７５，３０４

構 築 物 １４５，９７７ 退 職 給 付 引 当 金 １，９９０，８８１

機 械 装 置 ９８，３５１ 預 り 敷 金 ４７７，０１２

車両及び運搬具 ２，７９７，９１２

工 具 器 具 備 品 ８５，９０３

土 地 ５，０２４，５９０

建 設 仮 勘 定 ２５，３３３

負 債 合 計 ４，６９３，９５３

無 形 固 定 資 産 ６６，８５２ 純 資 産 の 部

水道施設利用権 ２，３４４ 株 主 資 本 ９，９３３，３２５

ソ フ ト ウ ェ ア ６４，５０８ 資 本 金 ３，０００，０００

建 設 仮 勘 定 ０ 資 本 剰 余 金 ３，０５０，０００

資 本 準 備 金 ３，０００，０００
投資その他の資産 ８０５，９４５

その他資本剰余金 ５０，０００
出 資 金 ３，７１６

利 益 剰 余 金 ３，８８３，３２５
匿名組合出資金 ５００，０００

その他利益剰余金 ３，８８３，３２５
差 入 保 証 金 １３，２６４

別 途 積 立 金 １，０００，０００
長 期 前 払 費 用 ７，９０１

繰越利益剰余金 ２，８８３，３２５
繰 延 税 金 資 産 ２５９，４４３

そ の 他 投 資 ２１，６２０ 純 資 産 合 計 ９，９３３，３２５

資 産 合 計 １４，６２７，２７８ 負 債 ・ 純 資 産 合 計 １４，６２７，２７８



損 益 計 算 書
令和 ７年 ４月 １日から

令和 ８年 ３月３１日まで

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 ９，０９３，４２１

売 上 原 価 ７，８３４，６８９

売 上 総 利 益 １，２５８，７３１

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 ８２４，４１６

営 業 利 益 ４３４，３１４

営 業 外 収 益

受 取 利 息 ５５５

助 成 金 等 １７２，５３５

匿 名 組 合 分 配 金 ２１，７０４

物 品 売 却 益 ２，１４３

そ の 他 営 業 外 収 益 １９，５４３ ２１６，４８１

営 業 外 費 用

支 払 利 息 ８７５

そ の 他 営 業 外 費 用 0 ８７５

経 常 利 益 ６４９，９２０

特 別 利 益

補 助 金 等 ４６０，５８０

固 定 資 産 売 却 益 ６，７１６ ４６７，２９６

特 別 損 失

固 定 資 産 圧 縮 損 ４６０，５７9

固 定 資 産 除 売 却 損 等 ６，９１５ ４６７，４９５

税 引 前 当 期 純 利 益 ６４９，７２２

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 ２４７，２８９

法 人 税 等 調 整 額
△１２８，２９８

５３０，７３１
当 期 純 利 益

，
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個 別 注 記 表
令和 ７年 ４月 １日から

令和 ８年 ３月３１日まで

Ⅰ 重要な会計方針に係る事項に関する注記

１ 有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

市場価格のない株式等 ………………… 移動平均法による原価法

２ 資産の評価基準及び評価方法

（１）たな卸資産の評価基準及び評価方法

貸借対照表価額は、原価法（収益性の低下による簿価切り下げの方法）によっております。

①貯蔵品のうちバス給油地下タンクの軽油及び灯油 … 総平均法による原価法

②上記以外の貯蔵品及び商品 ……………… 最終仕入原価法

（２）匿名組合出資金の会計処理

匿名組合出資を行うに際して、匿名組合の財産の持分相当額を匿名組合への出資時に「匿名組合

出資金」として計上しております。

３ 固定資産の減価償却の方法

（１）有形固定資産

①リース資産以外の有形固定資産

・建物、建物附属設備、車両及び運搬具並びに平成28年4月1日以降に取得した構築物

……………… 主として定額法

・その他 ……………… 定率法

なお、少額減価償却資産（１０万円以上２０万円未満）は、一括して３年間で均等償却す

る方法を採用しております。

②リース資産 ……………… 残存価額を零とするリース期間定額法

なお、主なリース期間は５年です。

（２）無形固定資産 ……………… 定額法

ただし、自社利用のソフトウェアにつきましては、社内における見込利用可能期間（５年）

に基づく定額法を採用しております。

４ 引当金の計上基準

（１）貸倒引当金

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

なお、当事業年度の計上はありません。

（２）賞与引当金

従業員賞与の支給にあてるため、支給見込額のうち当事業年度負担額を計上しております。
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（３）退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき、当事業

年度末において発生していると認められる額を計上しております。

なお、数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数による定額

法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。

（４）役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支給に備えるため、規程に基づく当事業年度末要支給額を計上しております。

５ 収益の計上基準

当社は、乗合・貸切バスの運行を行うバス事業、不動産賃貸業を主とする関連事業及び自動車学校を運営

する自動車教習事業を主な事業とし、当社の顧客との契約から生じる収益に関する各事業における主な履行

義務の内容及びそれらの収益を認識する通常の時点は以下のとおりであります。

[バス事業]

バス事業においては、営業取扱規則等に定める運送契約に基づき、顧客に輸送サービスを提供する義務

を負っております。当該履行義務は、顧客が乗車時において、当該輸送サービスに対する支配を獲得して

充足されると判断し、主に運行サービスの提供日を基準として収益を認識しております。

[自動車教習事業]

自動車教習事業においては、主に自動車運転免許取得のための自動車学校を営んでおり、顧客の入学申

込み契約手続きに基づき、顧客に対し運転技能等を教授する義務を負っています。当該履行義務は、顧客

がそれら技能教習等を受講した時点で収益を認識しております。

Ⅱ 貸借対照表に関する注記

１ 担保に供している資産

（１）イオン北海道㈱から預かった敷金を担保するため、当社が保有する桑園開発ビルの土地及び建物

に極度額４５０，０００千円の根抵当権を登記しております。

（２）担保に供している固定資産

土 地 １，２７３，９１７千円

建 物 ２，０６６，０２９千円

構 築 物 １５，７２６千円

合 計 ３，３５５，６７３千円

（３）担保権によって担保されている債務

敷 金 ４５０，０００千円

２ 有形固定資産の減価償却累計額 １2，７１４，５１７千円

３ 圧縮記帳

（１）国庫補助金等により固定資産の取得価額から直接減額されている圧縮記帳累計額

２，８５６，１６９千円

（２）当期において、国庫補助金等により固定資産の取得価額から直接減額された圧縮記帳額

４６０，５７９千円
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４ 関係会社に対する金銭債権債務

短期金銭債権 ３，５６３千円

短期金銭債務 １８５，４５３千円

Ⅲ 税効果会計に関する注記

１ 繰延税金資産の発生の主な原因は、賞与引当金、減価償却限度超過額、退職給付引当金の否認等であり

ます。

２ 法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理

当社は、グループ通算制度を適用しております。また、「グループ通算制度を適用する場合の会計処

理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第42号 2021年8月12日）に従って、法人税及び地方法

人税の会計処理またはこれらに関する税効果会計の会計処理並びに開示を行っております。

Ⅳ 関連当事者との取引に関する注記

親会社の子会社（兄弟会社）

属 性 会社等 議決権等の所有 関連当事者 取引の内容 取引金額 科 目 期末残高
の名称 （被所有）割合 との関係 （千円） （千円）

親会社 ㈱北海道ジ ＣＭＳ基本契 資金の貸付 (注2) 774,700 短期貸付金 807,119
の 子 会 ェイ・アー － 約書の締結
社 ル商事 利息の受取 (注2) 555 － －

(注1)
資金の借入 (注3) △260,000 短期借入金 －

利息の支払 (注3) 835 － －

利息の支払 (注4) 25 － －

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注１） 当社ではグループ内の資金を一元管理するキャッシュ・マネジメント・システム（以下CMS）に

参加しており、㈱北海道ジェイ・アール商事が当該システム統括会社となっております。

（注２） 資金の貸付に関し、取引金額は日常反復的に発生するため、純増減額を記載しております。

なお、利息についてはＣＭＳ基本契約書によっております。

（注３） 資金の借入に関し、取引金額は日常反復的に発生するため、純増減額を記載しております。

なお、利息についてはＣＭＳ基本契約書によっております。

（注４） 様似社宅建設資金調達のための長期借入金によるものであり、金利については、市場の実勢相場に

基づき合理的に決定しております。なお長期借入金は期中に返済が完了しております。

（注５） 取引金額、期末残高には消費税等を含めておりません。

Ⅴ 一株当たり情報に関する注記

１ 一株当たりの純資産額 １６５，５５５円４２銭

２ 一株当たりの当期純利益 ８，８４５円５２銭

Ⅵ その他の注記

貸借対照表、損益計算書、及び個別注記表に記載されている金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。


